
樹木採取権制度が
動き出しました

　はじめに
樹木採取権制度は、

国有林野の一定の区域（樹木採取区）に生育する樹木を、
一定期間・安定的に採取できる新たな仕組みです。
今般、全国６か所で樹木採取権者が決定し、

いよいよ制度が動きはじめます。

じゅもく さいしゅけん
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経営管理権の
設定

（意向・申出） 

○ 林業経営者に林業経営を再
委託（経営管理実施権の設定）

林業経営に適した森林 

○ 市町村による間伐等の実施 
（市町村森林経営管理事業）

林業経営に適さない森林 

森林経営管理法
（森林経営管理制度） 

① を基本
      とし、
②を追加

   

林業経営者の
育成にも寄与

伐区A 

伐区B  

伐区C 

伐区D 

伐区A 

伐区B 

伐区C 

伐区D 

１年目

２年目 

３年目

４年目

Ａ社

Ｂ社 

Ｃ社

Ｄ社

安
定
的
な
事
業
量
を
確
保

　　　
効
率
的
か
つ
安
定
的
な
林
業
経
営
体
の
育
成
を
図
る
た

め
に
は
、
安
定
的
な
事
業
量
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
で

す
。
こ
の
た
め
に
は
、
民
有
林
か
ら
の
木
材
供
給
を
補
完
す

る
形
で
、
国
有
林
か
ら
長
期
・
安
定
的
に
事
業
者
が
樹
木

を
採
取
で
き
る
よ
う
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
有
効
で
す
。

　
こ
の
た
め
、
令
和
２
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
「
国
有
林

野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」
で
は
、
今
後
供
給
量
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
国
有
林

材
の
一
部
に
つ
い
て
、
現
行
の
入
札
（
立
木
の
公
売
）
に

加
え
、
一
定
の
区
域
を
樹
木
採
取
区
と
し
て
指
定
し
、
当

該
区
域
で
一
定
期
間
、安
定
的
に
樹
木
を
採
取
で
き
る
「
樹

木
採
取
権
制
度
」
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

 　　　
樹
木
採
取
権
は
、
国
有
林
野
の
一
定
の
区
域
（
樹
木
採

取
区
）
に
生
育
す
る
国
の
所
有
に
属
す
る
樹
木
を
伐
採
し
、

取
得
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
己
の
所
有
に
移
す
権
利
で
す
。

権
利
設
定
に
対
す
る
義
務
と
し
て
、
樹
木
採
取
権
者
に
は
、

権
利
設
定
料
の
納
付
や
事
業
の
開
始
、
国
と
の
実
施
契
約

等
の
締
結
や
保
護
義
務
等
が
課
せ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　
ま
た
、
国
有
林
か
ら
採
取
さ
れ
た
樹
木
を
安
定
的
に
供

給
で
き
る
よ
う
権
利
設
定
の
要
件
と
し
て
、
樹
木
採
取
権

者
と
、
採
取
し
た
樹
木
を
原
木
と
し
て
利
用
す
る
製
材
工

場
等
（
木
材
利
用
事
業
者
）、
製
材
品
等
を
利
用
す
る
プ
レ

カ
ッ
ト
工
場
や
建
築
事
業
者
等
（
木
材
製
品
利
用
事
業
者
）

樹木採取権制度が動き出しました

樹
木
採
取
権
制
度
に
つ
い
て

制
度
の
特
徴

②樹木採取権の仕組み
　（今後の供給量の増加分の一部で実施）

民有林

国有林

①従前の仕組み（引き続き実施）

国有林の一定の区域（樹木採取区）において立木を一定期
間、安定的に伐採できる樹木採取権（地域の民間事業者が対
応可能な200～300ha（皆伐相当）・年間数千㎥程度の素材
生産量を想定し、権利の期間は10年を基本に運用）を設定
現行の国有林の伐採のルールを厳守
長期に事業量が見通せることで機械導入や雇用が進展

・

※
※

毎年度個別に場所、時期等を特定し、入札により立
木を購入して伐採する事業者を決定

立木を購入している林業経営体の平均年間立木購
入面積（2015年農林業センサス）は約20ha（年間
６千㎥程度の素材生産量に相当）

・

※

森
林
所
有
者

民
間
事
業
者

（
森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者
、

自
伐
林
家
等
）

市
町
村

1
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国有林（人工林）
国有林（天然林）

網走中部署

根釧西部署

胆振東部署

三八上北署秋田署

茨城署

東信署
岡山署

四万十署

熊本南部署

全国のパイロット指定箇所〈10か所〉

が
連
携
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　
更
に
、
樹
木
を
採
取
し
た
跡
地
に
つ
い
て
は
、
確
実
に

植
栽
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
国
と
樹
木
採
取
権

者
が
植
栽
の
請
負
契
約
を
締
結
す
る
等
に
よ
り
、
伐
採
か

ら
植
栽
ま
で
を
一
貫
し
て
行
う
こ
と
で
、
低
コ
ス
ト
化
す

る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　
昨
年
７
月
か
ら
10
月
に
か
け
て
、
各
森
林
管
理
局
に
お

い
て
、
ス
ギ
、
ヒ
ノ
キ
、
カ
ラ
マ
ツ
、
ト
ド
マ
ツ
な
ど
の

人
工
林
を
対
象
に
、
年
間
の
採
取
面
積
を
20　
程
度
、
10

年
間
の
期
間
全
体
で
2
0
0
〜
3
0
0
ha
（
皆
伐
相
当
）

の
面
積
と
な
る
樹
木
採
取
区
を
指
定
し
ま
し
た
。　

　
指
定
箇
所
は
、北
海
道
局
管
内
で
３
か
所（
胆
振
東
部
署
、

網
走
中
部
署
、根
釧
西
部
署
）、東
北
局
管
内
で
２
か
所
（
秋

田
署
、
三
八
上
北
署
）、
関
東
局
（
茨
城
署
）、
中
部
局
（
東

信
署
）、
近
畿
中
国
局
（
岡
山
署
）、
四
国
局
（
四
万
十
署
）、

九
州
局
（
熊
本
南
部
署
）
の
各
局
管
内
で
１
か
所
、
全
国

で
10
か
所
と
な
り
ま
す
。

　　
指
定
し
た
樹
木
採
取
区
を
公
示
し
た
後
、
樹
木
採
取
権

者
の
公
募
を
行
い
、
応
募
者
の
計
画
等
申
請
書
類
の
審
査

等
を
経
て
、
本
年
２
月
、
東
北
局
秋
田
署
の
樹
木
採
取
区

に
つ
い
て
秋
田
県
素
材
生
産
流
通
協
同
組
合
を
制
度
第
１

号
と
な
る
樹
木
採
取
権
者
に
決
定
し
ま
し
た
。
３
月
に
は

東
北
局
三
八
上
北
署
で
青
森
県
森
林
組
合
連
合
会
、
関
東

樹
木
採
取
区
の
指
定

樹
木
採
取
権
者
を
決
定

ha

局
茨
城
署
で
大
北
産
業
株
式
会
社
、
近
畿
中
国
局
岡
山
署

で
株
式
会
社
戸
川
木
材
、
四
国
局
四
万
十
署
で
西
垣
林
業

株
式
会
社
、
九
州
局
熊
本
南
部
署
で
株
式
会
社
南
栄
を
、

そ
れ
ぞ
れ
樹
木
採
取
権
者
に
決
定
し
、
全
部
で
６
つ
の
権

利
設
定
を
行
い
ま
し
た
。

　
３
月
30
日
に
は
岡
山
県
新
見
市
に
あ
る
近
畿
中
国
局
森

林
技
術
・
支
援
セ
ン
タ
ー
で
、
樹
木
採
取
権
実
施
契
約
締

結
式
が
行
わ
れ
、
出
席
し
た
株
式
会
社
戸
川
木
材
の
戸
川

睦
徳
代
表
取
締
役
は
、「
長
期
・
安
定
的
に
事
業
が
確
保
で

き
る
点
が
魅
力
。
将
来
性
の
あ
る
企
業
と
取
引
が
出
来
る

こ
と
で
、
よ
り
一
層
の
経
営
規
模
拡
大
に
持
っ
て
行
き
た

い
」
と
話
し
て
い
ま
す
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

戸川木材戸川代表取締役(左)、近畿中国森林管理局柏原局長(右)

新見樹木採取区（近畿中国局、岡山署）

23
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樹
木
採
取
権
者
は
、
川
中
・
川
下
事
業
者
と
連
携
協
定
を

結
ぶ
中
で
、
新
た
な
木
材
需
要
の
開
拓
に
も
取
り
組
む
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。 

　
例
え
ば
、
先
述
の
戸
川
木
材
（
岡
山
）
で
は
、
原
木
の

供
給
先
と
な
る
連
携
事
業
者
が
、
ヒ
ノ
キ
の
構
造
用
集
成

材
を
製
造
し
、
欧
州
ア
カ
マ
ツ
集
成
材
に
代
替
し
て
利
用

す
る
ほ
か
、
新
た
に
稼
働
す
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
の
燃

料
材
や
ス
ギ
の
梱
包
用
材
と
し
て
活
用
し
て
い
く
こ
と
を

計
画
し
て
い
ま
す
。 

こ
の
他
の
樹
木
採
取
権
者
で
も
、
ス

ギ
２×

４
用
材
や
、非
住
宅
向
け
の
Ｂ
Ｐ
材（
接
着
重
ね
材
）

を
製
造
す
る
な
ど
関
係
者
が
創
意
工
夫
し
な
が
ら
新
た
な

需
要
先
の
開
拓
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
現
在
、
樹
木
採
取
権
者
は
、
今
年
度
の
採
取
箇
所
等
に

つ
い
て
森
林
管
理
局
と
調
整
を
進
め
て
お
り
、
早
い
も
の

で
は
夏
か
ら
採
取
が
開
始
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。 

　
林
野
庁
で
は
、
樹
木
採
取
権
制
度
を
活
用
し
、
効
率
的

か
つ
安
定
的
な
林
業
経
営
体
の
育
成
が
実
現
で
き
る
よ
う
、

樹
木
採
取
権
者
を
は
じ
め
関
係
者
の
声
に
耳
を
傾
け
な
が

ら
、
適
切
に
制
度
を
運
用
し
て
ま
い
り
ま
す
。

今
後
の
見
通
し 

リ
ン
ク

https://w
w
w
.rinya.m

aff.go.jp/
j/kokuyu_rinya/kokum

in_m
ori/

ryuiki/jyum
okusaisyuken.htm

l

川
中
・
川
下
と
の
連
携
に
よ
る

新
た
な
木
材
需
要
開
拓

新見樹木採取区で
川中・川下事業者との連携事例

456■
林
野
庁 

樹
木
採
取
権
制
度
の
ペ
ー
ジ

樹木採取権制度が動き出しました

樹木採取権の設定を踏ま
え、民有林も含めて生産
量の増加を計画するなど
経営規模を拡大

採取した木材を元に、
川中、川下と新たに協
定を結び、付加価値の
高いサプライチェーン
を構築

【木材製品利用】【木材利用】（素材（丸太）流通）

新見樹木採取区
面積　　　　　251ha
権利設定期間　　 9年
年間供給見込    4千㎥

樹木採取権者
（（株）戸川木材）

素材生産量
 現状　　  R７計画
４万㎥  →  4.6万㎥

協定協定

素材（丸太） 木材製品素材（丸太）

協定

協定

自
社
で
チ
ッ
プ
化

素材（丸太）

チップ

協定

協定外
バイオマス発電
R６年度稼働予定

E社
〔県内〕

スギの梱包用材（パ
レット用材）の製造
＋約3万㎥
（現状 10万㎥以上）

D社
〔県外〕

梱包用木製パレット
製造・販売

パレット業者
〔県内・県外〕

ヒノキの構造用集成
材製造、プレカット
＋約2万㎥
（現状 5～10万㎥）

素材（丸太）流通
（与信、数量管理
含む）

A社
〔県外〕

B社
〔県内〕

C社
〔県外〕

外材製品から転換
（国産材比率向上）
再造林が担保され
ていることを評価

権利設定
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